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【大石】 研究顧問座談会も第３回とな

りました。第１回では、JICEとはどのよ

うな活動をする組織なのかをご紹介し、

国土を形成していくための課題につい

てご意見を賜りました。第２回では「我

が国の競争力の低下を語る」をテーマに、

日本の国際競争力をインフラの観点か

ら議論いただきました。 

今回のテーマは「連携と参加」です。

まずは私の問題認識について、プレゼン

テーションをさせていただきます。 

まず、三大都市圏と地方圏の1954年

から2009年までの人口推移を示した

グラフがあります。国土計画上、もっと

も重要なグラフの一つです。 

地方圏からの転出がピークだったの

は1961年。年間60万人以上が、地方

圏から東京圏、関西圏、名古屋圏に移り

住みました。集団就職列車が走っていた

時代です。1973年のオイルショックで

一旦、三大都市圏とも人を集めなくなり

ましたが、その後、1987年をピークに

東京圏だけが人を集め、一極集中である

と騒がれました。 

私の記憶では、四全総（※第四次全国

総合開発計画・1987年閣議決定）の原

案段階で、この状況を「世界機能都市東

京」としてまとめようという議論があり、

それに対し知事会から大反発が起こり

ました。東京圏にのみ人が集中するなか、
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東京を世界機能都市などと謳えば、ます

ます地方が疲弊するではないかと。そこ

で当時の中曽根総理の裁定が入り、その

議論が中止されたことがあります。 

しかし今思えば、そのときにロンドン

やニューヨークに対抗できるアジアの

拠点として、東京がどういう都市である

べきなのか、どんな機能を持つべきなの

かを、徹底的に議論すべきだったと思い

ます。そうすれば、かなり違ったものに

なったはずです。 

その後、残念ながら議論はほとんど止

み、四全総は、「多極分散」と「交流ネッ

トワーク」がキーワードとなりました。 

1987年以降は、東京も人を集めなく

なりました。1993年には、地方圏がプ

ラスに転ずるという、戦後初と言える事

態が起こっています。 

バブル経済の崩壊後は東京だけが再

び人を集め、2008年は15万2000人

もの社会増で、これは一極集中と言われ

た1987年当時とほぼ変わらない数字

です。2009年は11万7000人です。

この東京集中は地方に職が無いという

ことだと思います。一定レベルのスキル

を持つ人は、東京でしか雇用機会がない

のではないか。これを放置してきたのが

日本の政治とも言えます。 

日本と欧米４カ国の都心人口を比較

してみると、日本の総人口のうち、人口

10 万人以上の都市に住んでいる人の割

合は約 66％にも及びます。これは、近

年の市町村合併の影響も受けています。

対して、アメリカは約 28％、イギリス

は約 36％、ドイツは約 31％。フラン

スは約 15％。総人口の 85％が 10 万

人以下の都市で暮らしているフランス

と、大都市でなければ暮らせなくなった

日本を、これらの数字が象徴しているよ

うに思います。 

【大石】 総人口が増えない時代、地方

人口が減っていく時代には、地域と地域

が連携していく必要があります。これは、

四全総の反省を踏まえ、五全総（※21

世紀の国土のグランドデザイン・1998

年閣議決定）に至るときにされた議論で

す。四全総の議論が「多極分散」と「交

流ネットワーク」であるなら、五全総の

議論は「参加」と「地域連携」でした。 

交流とは、人、物、情報が流れている

ことを指します。しかし連携となると、

わが地域は何を分担する、ほかの地域に

は何を分担してもらうのかという、主体

的な意識が必要不可欠になります。地域

が主体的に支え合うことを目的とした

連携の時代に入るのでしょう。今の地方

分権論や地域主権論がそこまで踏まえ

ているかどうかは疑問ですが。 

この人口減少時代において、連携の基

本認識はどうあるべきでしょうか。これ

までと違い、例えば、病院や教育の場、

文化施設、ごみ処理場などにしても、地

域がフルセットで装備することはでき

ません。だとすれば、他の地域に立地し

たものを、自分の地域のもののように

使ったり、自分の地域に立地したものを、

他の地域の人が自由に使えるようにし

なければいけない。つまり、地域連携に

より、サービスや資源を効率的に共有す

ることが大切です。 

隣の町が立派なホールをつくったの

だから、わが町も立派なホールをつくろ

う。これが従来の発想ですね。議会レベ

ルでは、必ずこのような議論になります。

これからの地域連携時代は、隣の町が立

派なホールをつくったのであれば、その

ホールをわが町も利用させてもらおう。

その代わり、うちでは別の施設をつくっ

て、隣の町の人にも利用してもらおうと

いう発想を持たなければなりません。こ

地域連携でサービスや資源を 
共有することが必要 
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れが本当の意味での地域主権、地方分権

だと思います。こうした意識を踏まえて

いるかどうかは疑問ですが、この方向に

しか解答はないと私は思います。 

病院の地域連携の例を挙げましょう。

従来型では、地域に中小規模の病院が

あっても、高度かつ専門的な医療を受け

たい住民は、時間と費用をかけて別の地

域にある総合病院に向かっていました。

地域連携時代の発想では、地域の中小規

模の病院がそれぞれ専門化、高度化して

連携し、地域全体として高度な医療サー

ビスを実現します。有名な事例として、

長野県の伊那市、駒ヶ根市、飯田市が中

央自動車道で結ばれたとき、各地域にあ

る県立病院や市立病院が、循環器、がん

など、それぞれ特定の分野に特化してう

まく連携したことがあります。 

ところが最近は、病院長の代替わりな

どもあり、かつてのようには連携がうま

く機能していないなど、どうしても地域

の中に閉じこもる傾向があるそうです。

地域に閉じこもらず、それぞれが役割分

担を認識しながら連携関係を築けるか

どうか、それが地方問題のキーだと思い

ます。 

そのときに交通や情報通信がどう応

援するのかが、問題になってくるのでは

ないかと思います。 

【【大石】 東京大学高齢社会総合研究機

構の秋山弘子先生が、週刊エコノミスト

（※2010年2月16日）に紹介したグラフ

によると、2005年での65歳以上人口

は20％とされています。2010年現在、

65歳以上人口はすでに20％を超え、高

齢化時代で大変だと言われています。し

かし、まだ序の口です。推計によれば、

2055年には75歳以上が27％にも及

びます。そんな時代が、ほぼ確実に到来

するわけです。 

現在の15歳以下人口は1700万人。

それが2055年には750万人に減りま

すから、子ども相手の産業はほぼつぶれ

るでしょう。75歳以上の人々を、それ

以下の年齢の人々だけで支えようなん

て、とうてい不可能な国になります。75

歳以上同士で支え合わなければ暮らせ

ない国になることを、このグラフが示し

ていると思います。 

ですから今後は、女性も高齢者も、障

害を持つ人々も、もちろん中学生、高校

生、大学生といった体力のある学生たち

�

お互いが助け合う 
参加社会の構築を 
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も、意欲と能力と体力に応じて社会活動

に参加することが不可欠になってくる

でしょう。そのためには、ユニバーサル

サービスとして、誰にとっても安全で、

誰にとっても住めて、誰にとっても移動

しやすい、そういう環境を整備していく

必要があるのではないかと思います。 

また、法制度として、社会への選択的

参加を可能とする仕組みも、これから重

要になってくると思います。現在の社会

制度は、「市が税金を集め、市の判断で

それを分配するのがもっとも効率的で

ある」という考え方です。あるいは「財

務省が税金を集め、財務省が分配するの

が最適である」ということです。しかし

そうではなく、納税者それぞれが「この

お金はこれに使ってほしい」、「これに寄

付をするから、控除してほしい」と選択

できるような制度――社会を構成する

主体が社会を運営できるような制度も

必要ではないでしょうか。私は、ふるさ

と納税のような制度が、今後もっと重要

になっていくかと思います。 

こうした参加社会には、日本人のよさ

を生かせると私は思っています。京セラ

のアメーバ経営、トヨタのＱＣサークル

のように、顔が見える範囲の仲間がまと

まったとき、日本人は一番力を発揮する

と思います。坂村先生が著書に、日本人

は一人ひとりが極めて不安に弱い、アメ

リカ人は一人ひとりが勝手気ままで強

い、と書いておられました。そこで、駅

伝が頭に浮かびました。日本人は駅伝が

好きですね。自分が仲間に貢献できてい

ると感じるときに、日本人は至福を感じ

るというのが私の仮説です。 

したがって社会参加においても、顔が

見える範囲――アメーバ経営やＱＣ

サークルのような範囲において、「自分

は貢献できている」という気持ちが持て

ればいいと思います。アメリカでこんな

経営制度が流行っているから日本に導

入してはどうかなどと、寝言のような議

論をするよりは、よほど効果的だと思い

ます。 

ただし、それを成り立たせるためには、

「制度インフラ」に「装置インフラ」を

加えた、新しい「公」の社会システムが

必要ではないでしょうか。「制度インフ

ラ」とは法律や条例、商習慣などで、「装

置インフラ」とは水資源や道路、上下水

道、空港、港湾などです。 

「制度」も「装置」も、時代の変化や

暮らしの高度化に応じて内容が変化し、

高度化していきます。新しい時代には、

新しい「制度」と新しい「装置」が必要

なのです。 

その考えの一端が、道路が障害者をリ

アルタイムの情報で案内するという技

術にあります。私が国土交通省の技監時

代に坂村先生と取り組んだものです。こ

れは、街角に貼ったＩＣタグから、障害

者の持つユビキタス・コミュニケーター

に、改札口への階段の有無や列車の遅延

情報の案内など、公共の情報を伝えるも

のです。この取り組みがトリガーとなっ

て地域や民間の活動に波及すれば、例え

ば、レストランに行く前に空席の確認や

本日のおすすめメニューがわかるとか、

観光情報の提供にもつなげられるで

しょう。こうした技術開発が、都市のあ

り方、あるいは道路のあり方などを変え

ていけばよいと思います。 

公共が情報を集めてそれを提供する

社会ではなく、民間のそれぞれが情報を

集めてそれを共有する社会。そんな社会

インフラをつくっていく必要があるの

ではないでしょうか。 

独り言みたいな話でしたが、いま私は

こんなことを考えております。そのため

に都市や地域がどうあるべきか、地域に

何をセットすべきなのか、といった議論

につながるかと思っています。とりとめ

もない話でしたが、議論の参考に提示さ

せていただきました。 

【大石】 ここからは、先生方のお話を

お聞かせいただきたいと思います。まず

は坂村先生、最近の国土と社会資本につ

いてのご意見をよろしくお願いいたし

ます。 

【坂村】 私がこの研究顧問座談会に参

加させていただくのも３回目になりま

す。「これからの国土と社会資本を語る」

というテーマに、今年は「連携と参加」

というサブタイトルがついていますね。

今、大石理事長からお話がありましたが、

人口の推移や都市の変化などは、日本は

もちろん、世界的にも起こっています。 

最近思うのは、一人で全部の事はでき

ないと世界も気づき始めたということ

です。もっと言えば、一つの会社でも、

一つの国でも、全てはできない。いろい

ろな物事を全員参加で解決していくの

が、世界的な動きではないかと思います。 

昔から、連携と参加についてはいろい 

ろ言われてきましたが、なかなか簡単に

はできませんでした。これについて、私

が強調したいのは、情報通信技術の力が、

情報通信技術の力が 
連携と参加を可能にする 
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連携と参加を強めることができるとい

うこと。昔できなかったことが、できる

ようになるということです。 

一つの例をご紹介します。日本が世界

に先駆けて新しいことを試みたり、新し

い社会をつくることはなかなかできな

いようで、新しいことがアメリカから来

るのは、残念なことによくあります。ア

メリカはそもそも、ヨーロッパでできな

いことをするために、新天地を求める人

たちがつくった国です。国の成立過程か

らして、新しいことをするための場所な

のかもしれません。 

そんなアメリカの公共分野で、いま話

題となっているのが、「ガバメント2.0」

という動きです。「Gov2.0」と書きます。 

日本ではほとんど注目されていませ

ん。日本人はアメリカの新しい動きが大

好きなのに、あまり盛り上がっていない。

この「2.0」とは、ひと言で言えば、「今

までと違う」という意味です。つまり、

「ガバメント1.0」に当たるのが、今ま

での政府のやり方です。「ガバメント2.0」

とは、今までの政府と違うことを明解に

しようとする動きですね。この動きには、

技術はもちろん、制度や考え方の変革を

求める運動という側面があります。しか

し、日本はこういうものに弱いのです。

制度や考え方の変革は、日本人がもっと

も不得意とするところで、仕方がないと

も思いますが。 

ガバメント2.0が具体的に何を意味す

るのかというと、もう政府が全てをやる

ことはできない、ということです。 

例えば、河川の見回りについて、昔は

全てを行政が見回って、危険な場合は国

や地方自治体が警告を出していました。

しかしいま、行政が全てを点検するため

の人員の確保もできないし、予算もない。

もう別の方法でやっていくしかないの

です。 

これまで河川における避難命令は、地

方自治体の長が出していました。タイミ

ングが少し遅れて事故になることもあ

りました。そうなるくらいなら、もっと

生の情報を公開し、多くの住民に参加し

てもらえばよいと思います。国や自治体

のデータに、近隣住民のデータも合わせ

て、河川の状況を全員で点検すればいい

のです。そのとき国がまずやるべきは、

積極的に生データを出すことです。そし

てさらに住民のデータも加えて、全体

データをつくる仕組みをネットの上に

構築することです。 

米国マサチューセッツ州の交通局が

2009年あたりから試験的にやってい

る取り組みがあります。バス運行のリア

ルタイム情報を全部公開するというも

のです。誤解されやすい点は、これは単

なる情報公開ではなく、いま現在、バス

がどうなっているかの生データの公開

だということです。その生データと一緒

に、生データを利用するためのAPI

（Application Program Interface）と

いう仕様を公開しました。この生データ

とAPIを使うと、民間の会社や個人が自

由にアプリケーションを作れます。その

おかげで、バスの位置を地図上にリアル

タイムで表示したり、混雑している箇所

を示すなど、いろいろなアプリケーショ

ンが登場してきたのです。 

サンフランシスコでも、犯罪の発生地

点データを公開しただけで、地図上に危

ない地域を赤く表示するようなアプリ

ケーションができました。車の位置や状

況を示すデータを公開すれば、それを利

用した交通情報や駐車場情報のアプリ

ケーションができるなど、みんなが思い

つくことをどんどんやっていきます。 

さらに、アメリカでは、「エックス・

プライズ（X PRIZE）方式」の技術開発

が盛んになっています。これはひと言で

言えばコンテストです。最高のものに賞

金が出ます。つまり開発者にインセン

ティブを与えて技術開発をする方法で

す。「エックス・プライズ」とは、科学

技術における様々なコンテストを通し

て、技術向上に寄与することを目的とし

ている財団の名称です。 

アメリカには他にもいろいろな技術

開発のコンテストがあって、国防総省の

自律型ロボット自動車開発のための
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研究センター長 (情報科学) 
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「ダーパ・グランド・チャレンジ

（DARPA Grand Challenge）」も有名

です。 

このような方式なら、インセンティブ

に競争心や栄誉も加わるので、主催者に

とっては、非常に安い予算で素晴らしい

技術を入手できます。開発者にとっても、

最高のものをつくれば確実に賞金が入

るという意味では、一般の技術開発より

手堅いわけです。アメリカではベン

チャーキャピタルもこうした方式に出

資していて、今とても盛んです。 

ガバメント2.0にエックス・プライズ

方式を導入した一例が、ワシントンＤＣ

でのアプリケーションのコンテスト

「アップス・フォー・デモクラシー

（Apps for Democracy）」です。ワシ

ントンＤＣのデータを利用するコンペ

で、2008年から行われ、初年は30日

間で47ものアプリケーションの応募が

ありました。賞金は５万ドルでしたが、

230万ドル相当のアプリケーションが

登場し、大成功を収めたようです。今で

は、歩行者向けアプリケーション、駐車

場アプリケーション、犯罪安全度アプリ

ケーションなど、いろいろなものができ

ています。 

日本のように、PDFの文書で官報をサ

イトに上げるような、再利用しにくい情

報公開ではなく、コンピュータで利用で

きる形態でデータを公開していること

が重要です。 

 

 

 

【坂村】 日本では、こうした住民参加

を募っても、限られた人しか集まりませ

ん。なぜ日本ではなかなか進まないので

しょうか。 

こうした取り組みにおいては、「住民

を参加させる」という哲学をみんなが納

得し、強い意志を持った上で、情報公開

する必要があります。単に「どこも情報

を公開しているから」、「情報を出すこと

が重要だから」ではいけません。情報公

開が目的ではなく、その後どうしたいの

かに対しての長期ビジョンを持つこと

が重要だと思います。 

もう一つ。こうしたネットを使った取

り組みでは、住民からの情報が信用でき

るのかという問題が生じます。日本の場

合、ネット上の、特に専門家ではない人

からの情報に対しての不信感がありま

す。例えば、「２ちゃんねる」のような

巨大掲示板では、匿名でいろいろな悪口

を言う人がいます。そんなノリで、道路

や河川の状況について、でたらめの情報

が書き込まれたらどうするかという話

になる。 

ではなぜアメリカではうまくいって

いるのでしょうか。実は「２ちゃんねる」

のような匿名掲示板みたいなものは、ア

メリカにはあまりありません。日本では

「ツイッター」が大好評ですが、アメリ

カでは、「フェイスブック（Facebook）」

というＳＮＳ（※Social Networking 

Service、コミュニティ型のウェブサイ

ト）が主流です。フェイスブックでは、

ほとんどが実名です。仮名を使うことも

可能ですが、アメリカ人はそれを好みま

せん。ネットで何か意見を言うときも実

名で「自分の意見だ」と公開します。 

フェイスブックはそもそも大学のク

ラブの延長です。大学の卒業生が交流で

きるクラブをネットでやろうと始まっ

たものです。クラブなので実名です。大

学に限らず地域においても、アメリカに

はクラブがたくさんあり、それがベース

になっています。 

先のアップス・フォー・デモクラシー

で2009年コンペでグランプリになっ

たのは、住民がスマートフォンを使って

信号の故障や道路の障害、ごみがたまっ

ていることなどを市に通知できるアプ

リケーションですが、そのアプリでも、

フェイスブックのIDで投稿してもらう

ことで信頼性の確保をしています。 

問題なのは、日本がネット社会の形成

に関しても取り残されていることです。

そのために公共分野でのネットの利用

については、これまで挙げてきたような

取り組みをするにはその辺りのクリア

が必要でしょう。 

【大石】 ありがとうございました。さ

て、いまだに地方圏から年間10万人前

後の人が離れています。そのことと、生

源寺先生のご専門である農業の未来、あ

るいはＴＰＰ（※環太平洋連携協定）へ

の議論、これらには何らかの関係がある

と私は思います。生源寺先生、お願いし

ます。 

 

 

 

【生源寺】 この座談会のテーマが「連

携と参加」だとお聞きして、私の頭にす

ぐに浮かんだのが、ＴＰＰとその交渉参

加への議論です。ＴＰＰとは連携協定で

すので、まさに今回のテーマに合ってい

ます。 

ＴＰＰには私も多少巻き込まれまし

先の見えない農業政策 
若い世代からの提案に希望 

ネットを活用した連携や 
参加ができない日本 
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た。「食と農林漁業の再生実現会議」の

メンバーになり、昨年11月30日に初会

合がありました。ご存知のように農業側

から非常に強い反発を受けています。さ

らに経済界からも、リーマンショック以

降の不況や、韓国の急速な国際進出も

あって、悲鳴に近い声が上がっています。

菅総理は６月までに方針を決めると

言っていますが、そもそも現状は、落ち

着いた議論をできる状況ではありませ

ん。こういうときには必ず、農業界から

反対の声が上がります。それはある意味

自然であり、当然のことではありますが、

それにしても今回は必要以上に対立の

構図が強まっている気がします。 

理由はいくつか考えられます。民主党

政権に替わって以降、あるいはその少し

前の自公政権時代から、農家にとって聞

こえのいい政策がずいぶん浸透してい

ました。2007年の参議院選挙で民主党

が大勝したときにも、かなりの地方票が

民主党に入りました。しかし、農家の投

票者数は、実はそれほど多くはないので

す。ですから恐らく、地方都市で農村を

身近に感じている人々が、「農村を大事

に」「農家を大事に」などといったキャ

ンペーンに共鳴したのだと思います。 

それが妥当な理解に立ったものかど

うかは議論があるにしても、ここ数年の

農業政策は、小規模農家や兼業農家の維

持も含めて、農村側に肩入れするものが

多かったのです。ところが、昨年10月1

日の菅総理の所信表明演説で、方向が大

きく変わりました。そして、11月初旬

には、「農業の競争力を強める」という

強いメッセージが出てきたわけです。農

政の方向が大きく振れていることが、必

要以上に強い反発を招いている一因だ

と思います。 

反発と不安のもう一つの理由は、10

年後、20年後の姿が見えないことです。

農業の競争力を強めること自体には誰

も反対しないと思います。けれど、「こっ

ちの方向へ行きましょう」という漠然と

した方向の提示があるだけで、その後ど

うなるかの絵が見えてこないのです。そ

れで「日本の農業もアメリカ並みの規模

になって競争力がつく」などと無責任に

言う人がいたりして、非常に乱暴な議論

が交わされているように思います。 

しかし同時に、もう少し落ち着いた長

期的な視点で、農業、農村、日本社会全

体のことを考えようとする動きも、若い

人の間から出てきています。一つご紹介

します。 

私は昨年４月まで「農村計画学会」の

会長を務めていまして、そこで応援して

きた研究グループの中に、「撤退の農村

計画」という名前のグループがありまし

た。彼らは４年ほど活動してきたのです

が、昨年、同じタイトルの本を発行しま

した。非常にたくさん読まれていて、こ

れには我々も勇気づけられる気がしま

す。執筆者が十数人もいる割には、最初

から最後まですっと読めます。執筆者の

平均年齢は30代です。高度成長の終わ

る1974年前後、又はそれ以降に生まれ

た方々なので、妙な先入観や思い入れが

ない議論ができています。 

「撤退の農村計画」とは、読んで字の

ごとくで、ずるずる撤退するのではなく、

次の再生のために計画的にコミュニ

ティを保全しながら一時的に撤退する

という意味を持っています。年齢層が若

いこともあって、彼らの考え方は非常に

新鮮でした。 

私たちが農村や農林業について話す

とき、どうかすると高度経済成長以前の

姿、農村社会の共同体に戻ることを是と

する感覚があります。しかし彼らはそん

なものは必要ないと主張する。そもそも、

高度経済成長以前の時代を知らないわ

けです。そんな世代の人々が集まって提

案をすること自体に大きな意味がある

と思いました。冒頭の大石理事長のお話

でもあった、全てのものがフルセットで

そろっている状態を、彼らは最初から想

定していないのです。だから地域間の連

携も当然のことだと思っています。その

意味でも、なかなかいい活動をしてくれ

たなと思っています。 

もう一つ付け加えますと、「農村計画

学会」の特徴は、いろいろな分野の人間

生源寺 眞一 氏  

名古屋大学大学院生命農学研究科・
教授 
東京大学大学院 農学生命科学研究 
科長 教授（当時）  

プロフィール 

1951 年生。東京大学農学部農業経済学

科卒業。農林水産省農事試験場研究員、北

海道農事試験場研究員などを経て現職｡農

学博士。日本フードシステム学会会長、食

料・農業・農村政策審議会委員、国土審議

会委員などの要職を歴任。 
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が集まっていることです。例えば、生態

学の人は50年、100年のタームで植生

の変化を観察しています。彼らは、将来

をそれくらいのタームで考え、長期的な

視野を持っていることにも気がつきま

した。ＴＰＰの議論が、非常に落ち着き

のない状況にあるのに対し、若い世代か

ら、腰の据わった、先入観にとらわれな

い議論が出てきている。これには希望が

持てる気持ちでいます。 

【大石】 高度経済成長時代を知らない

人たちが議論を組み立てるべき時代が

来ているのかもしれません。「三丁目の

夕日」という映画が人気を呼びましたが、

あの時代に戻りたいと言ってみたって、

もう過ぎ去ってしまったことです。ノス

タルジックな気分だけで現状がよくな

いと嘆いていては、何も進まない気がし

ます。 

宮川先生、いろいろお話をお聞きいた

だいて、いかがでしょうか。 

 

 

 

【宮川】 高度経済成長時代を知らない

世代のお話、非常におもしろく感じまし

た。それで思い浮かんだのが「お笑い」

です。漫才ブームや落語ブームが起きる

と、笑いの質が全く変わるらしいですね。

例えば、ブラックユーモア的なものが出

たり、話のテンポが全く変わったり、ボ

ケとツッコミが入れ替わったりなど、い

ろいろ出てきます。ブームの前後には、

そういった変化が起きるのです。という

ことは、高度経済成長というブーム以前

の「よいもの」と、それ以降の「よいも

の」とは、質的にかなり変化しているだ

ろう。ならば当然、単に昔に戻るだけで

はだめという気がします。 

今回のキーワードである「連携と参加」

は、非常にいい言葉だと私は思います。

というのも、人間は「個」ではないから

です。例えば、大石さんお一人が「個」

として存在しているわけではありませ

ん。大石さんを取り巻く環境、あるいは

歴史的、時間的、空間的なネットワーク

中の一つの関係性として、大石さんが存

在している。そして、大石さんそのもの

が何かをするのではなく、大石さんとい

う関係性が何かをするのです。そういう

意味では、「連携と参加」は当然人間が

やらなければいけないことです。ただし、

今までとはずいぶん質が変わってきて

います。 

坂村先生はいつも「住民」という言葉

を使われます。私はついつい「市民」と

いう言葉を使いがちですが、「市民」に

はなんとなく、ふわふわと流れていく充

実性の無いイメージがあります。しかし

「住民」であれば、そこに生活を持って

いる、あるいは勤務先がある感じがあり、

やはり私も「住民」という言葉を使った

方がいいのかと思いました。 

さて私は、「総合科学技術会議」の社

会資本のストックマネジメントに関す

る会議に参加しています。そこでは、新

しいものを取り入れないと、これからの

社会資本のマネジメントは成り立たな

いという議論がよく出ています。特に取

り上げられるのが、「社会資本の高齢化」

と「その点検・対応・対策をとる人の高

齢化」です。これら２つの高齢化をどの

ような形で克服すべきかという議論に

なります。 

そこで対象として取り上げられるの

が、リタイアした、あるいはリタイア寸

前の方々です。先ほど申し上げたように、

人間は単なる「個」ではありません。ど

う自分自身を生かし、その社会に貢献で

きるのかが重要です。社会に貢献できな

いようなネットワークの「ポイント」は、

生きがいを失い、ろくなものにならない

でしょう。 

では、どういう形で社会に参加するの

か、そのシステムやイニシアチブが必要

なのだと思います。そこで、坂村先生の

お話にも出たコンテストを利用して参

加を募るのです。例えば、川柳や俳句の

コンテストでは、賞金があると優れた作

品が集まるそうです。高く評価されたと

いう名誉だけではだめなのです。先日、

ある会で川柳を募集したところ、最初は

全然、応募がありませんでした。そこで

ネットワークの中でいかに 
自分を生かした社会貢献するか 

宮川 豊章 氏  
京都大学大学院  工学研究科 
教授 (土木材料) 

プロフィール 

1950 年生。京都大学大学院工学研究科

土木工学専攻修士課程修了。工学博士。道

路橋の予防保全に向けた有識者会議委員、

土木学会理事、日本塗料検査協会理事長な

どの要職を歴任。日本コンクリート工学協

会(論文賞)(2000)、土木学会論文賞

(2001、2007)、日本材料学会論文賞

(2007) 等表彰多数。 
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締め切りを延ばし、一等賞には名誉と賞

金という対価の両方を与えるように変

更したのです。すると、本当に優れたプ

ロ並みの作品が出てきました。 

話を戻しましょう。社会資本のストッ

クマネジメントにおいて重要なのは点

検と対策です。その知識を体系立てて知

恵として持つ方々が、ごっそりリタイア

されたらどうするか。私は、彼らの得意

な分野で手を挙げてもらい、「こういう

方法もある」と提案していただきたいと

思っています。そこではトップの提案を

された方に賞金を出すというシステム

があってもいいと思います。最近の60

歳、70歳はまだまだ若く、豊富な知識

や知恵をお持ちです。それを利用するの

は、現役の方々にとってもメリットがあ

ります。リタイアした方々にとっても生

きがいになり、国土にも貢献できる。そ

のような形が望ましいでしょう。 

以上、坂村先生と生源寺先生のお話に

インスパイアされた意見でした。 

【【大石】 ありがとうございました。続

いて三木先生、最後になって申し訳あり

ません。 

 

 

 

【三木】 難しい話になってまいりまし

た。本日のテーマを見た瞬間、ぞっとし

たのが本音です。坂村先生のお話を聞き、

この正月に読んだ本を思い出しました。

一つは、1900年に新渡戸稲造さんが

書いた『武士道』。なかなか面白い本で、

今また流行しています。これは要するに

日本人論です。国際連盟の事務次長も務

められた筆者が、淡々とした書き方で、

日本人と西洋人を文化論的に比較して

います。 

今のような状況に、日本人はどうして

危機感を持たないのか、僕は疑問に思っ

ています。大学で国際化などの議論をし

ていてもそう思います。英語で言えば

「アウェアネス（awareness）」――ど

うして我々日本人はその感度が低いの

か疑問です。そして新渡戸さんがあの時

代に、あれだけの見識で、あれだけの分

析をされたことに僕は驚きました。書か

れていることは事実であり、これからの

日本を方向づける議論のもとに、十分な

り得ると思います。 

もう一つは、藤井聡（京都大学教授）

君の文庫本を読みました。彼はついこの

間まで東京工業大学で私の横にいまし

た。彼は戦略と戦術の使い分けがうまく、

どんな情報をどう出せば、何がどう動く

のかという心理学的アプローチで社会

資本整備論を展開します。あの分野はた

ぶん、彼がつくったのでしょう。見事な

アプローチだと思いますよ。住民にどん

なデータを与え、どうしていけばいいか。

例えば、大学近くの自由が丘地区で、自

転車の違法駐輪がほとんどなくなった

のは、彼の仕事です。そういうことから

始まり、国家論、国土論までやれます。

戦略と戦術を使い分けて考えていくこ

とも、これから重要視していかなければ

いけないと思います。 

それから、先ほどの大石さんの都市圏

と地方圏人口の推移のお話について。僕

はアジアに行くことが多く、昨年はバン

コクに５、６回、ほかのアジア圏の都市

に10回以上行きました。悪い面も見受

けられますが、アジアには非常に活力の

ある国や今伸びようとしている国がた

くさんあります。一方、非常に安定した

状態にある、例えば、ストックホルム、

パリ、ジュネーブ、チューリッヒなどは

何の変化も見られません。しかし、みん

なハッピーです。そして地方に行くと、

実に豊かだと感じます。小さなホテルに

泊まっても、極めて快適な生活ができる。

そういったものを見たとき、日本のよう

な人口の推移をどう捉えていくべきな

のか。日本人はこのことにどれくらい危

機感、アウェアネスを持っているのか考

えてしまいます。 

僕は大学の連携やネットワークの仕

事を長くやっています。今の話からいけ

ば、東京があり、地方があり、日本があっ

て、アジアがあり、世界がある。その中

で、どの立場で議論して、どんな状態を

目的関数として最適化していくかが問

題になってきます。 

日本人は今の状況に 
もっと危機感を持つべき 

三木 千壽 氏 
東京工業大学大学院 理工学研
究科 教授 (橋梁工学)  

プロフィール 

1947 年生。東京工業大学大学院理工学研

究科土木工学修士課程修了。東京工業大学助

手、東京大学助教授などを経て現職。工学博

士。東京工業大学副学長、道路橋の予防保全

に向けた有識者会議委員などの要職を歴任。

経済産業大臣表彰(2004)、土木学会田中賞

(論文部門) 等表彰多数。 
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日本は、個々を見ていけば、焦るべき

状況ではないと思うかもしれません。食

うに困っているわけでもないし、スラム

街に何万人もの人が住んでいるわけで

もない。そんな状況と比べれば、危機感

を持つ必要はないと思っているので

しょう。しかし、このままいけば、日本

の人口問題は大変なことになります。こ

れに対して、どうアウェアネスを喚起す

べきか。ただし、日本人論からいくと、

だめかもしれません。皆さんが何回同じ

ことを言っても、あまり変わってきてな

いのですから。 

私は、大学法人化や大学院重点化など

の問題も経験しました。当時は、鹿児島

大学や宮崎大学など、地方の先生にもず

いぶんお会いしました。国立大学全体を

効率化しようとする発想に立てば、九州

に国立大学は一つあればいいとなりま

す。しかし個々に見れば、論理は異なる

はずです。地方を支えるという意味では

役割があるわけです。確かに、県内で卒

業生の雇用があるかと問われれば、あり

ません。しかし重要なのは、どの時点で、

どれくらいのスタンスでものを考える

かです。経済効率はよくないかもしれま

せんが、長期的に見れば、地方の大学は

必要だと思います。 

日本全体で見ると、大学はどんどん地

盤沈下してきています。そんな中でも地

方の大学について議論もしなければい

けないし、アジアにおける日本の大学の

状況も見なければいけない。例えば、10

年前、20年前には、我々の大学にシン

ガポール大学の学生が40人くらいいま

した。しかし今やゼロです。この状況を

どう考えるべきか。徐々に状態が変わっ

てきている中、連携をどう模索していく

のか。もしかしたら我々は、アジアの大

学に対して、「仲間に入れてやる」とい

う上から目線だったのかもしれません。

それではもう成立しないでしょう。 

私は今、ASEAN（※東南アジア諸国

連合）の下にあるAUN（※ASEAN 

University Network：アセアン大学連

合）の SEED ネット （※Southeast 

Asia Engineer ing Education  

Development Network）にかかわって

います。要は、ASEANの大学ネットワー

クで工学教育を連携してやりましょう

ということです。これをASEAN諸国プ

ラス日本でやっていて、資金は日本が出

しています。第１フェーズが５年、第２

フェーズが５年で、今は８年目です。 

日本はアジアの中でどういう役割を

担えるか、次のステップとしての連携は

どうあるべきかを考えると、今までのや

り方ではいけない気がします。ASEAN

にはシンガポールもあり、タイ、フィリ

ピン、インドネシアも力をつけてきてい

ます。そうした中で、SEEDネットの組

織を“ASEANプラス日本”でやるか、

中国と韓国を加えて“ASEANプラス・

スリー”でやるか。今まさにそんな議論

がなされています。 

アジアの教育全体を考えれば、

“ASEANプラス・スリー”が正解なの

でしょう。もし、“ASEANプラス日本”

で続けるのなら、どこに論点を置くかが

問題です。日本のことを考えるのか、ア

ジア全体を見るのか、あるいは地球全体

を見るのか。どの立場をとるのかでずい

ぶん話は違ってきます。最適化する範囲

を間違えると、解は求められないでしょ

う。解が求められる範囲を設定し、どう

最適化していくかが、我々の議論すべき

ところと思います。 

坂村先生の社会実験のお話にも大変

興味があります。僕のところにも、ス

マートシティーとか、いろいろなアプ

ローチが来ます。手段としての情報化に

は大いに賛成します。昨夏にJICEでやら

せていただいた講演会（※第24回技術

研究発表会における特別講演『橋梁のア

セットマネージメントとレトロフィッ

ト』、講演録をJICEレポート18号に掲載）

でも、私は最後に「スマート化」という

言葉を入れました。しかしこれは下手を

すれば、全てがコンピュータ対応になり

ますから、構造物のメンテナンスをして

いる人々から職を奪うことになるかも

しれません。 

私はよく、「日本中の橋梁やインフラ

にトップレベルの技術を同じように提

供するのが理想であり、格差があっては

いけない」と話します。そうするとス

マート化になってくるわけで、既存のエ

ンジニアは職を失うはずです。「そうな

らないように頑張ったら」とは言ってい

ますけどね。でも、あり得ることと思い

ます。 

今の学生たちは、私には信じられない

ような携帯電話の使い方をします。今の

携帯電話の持つ能力は、我々の学生時代

の最高級コンピュータよりも上でしょ

う。当然、今の若い人たちは新しい道具

やコンピュータを十分に使いこなしま

す。ただし、彼らは日本のいびつな人口

状態や世界における日本の立場、アジア

の中でどう生きていくべきかなどを認

識していないかもしれません。アジアか
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ら見放されると日本はおしまいだとい

うことも。そのあたりをどのように問題

認識させていくのかが気になります。 

【【大石】 連携のお話をアジアレベルま

で広げていただき、ありがとうございま

した。以前の日本は、東アジアにおいて

卓越した存在でした。しかし今や、中国、

韓国、あるいは東南アジアとどう連携し、

どう役割分担するかを考えなくては生

きていけない国になってきたことは間

違いありません。 

しかし、日本はこれまで「アジアの中

の日本」ということをどれだけ考えてき

たのでしょうか。私が読んだ本で、岡崎

久彦という外交官はこう言っていまし

た。「戦前、日本は国際連盟の常任理事

国で唯一のアジアの国であったのに、ア

ジアを代表している意識もなければ、途

上国を代表している意識もなかった」と。

それが、戦前の国際連盟における日本で

した。 

日本は、「アジアの中の日本」などと

言いながら、それを本当には追求してき

ませんでした。しかしこれからは、本当

に広い意味での連携をしなくては生き

ていけない時代がきています。国内にお

いては、都市と地方、若者と高齢者、あ

るいは女性と男性の連携社会となって

いかなければならず、同時に国際環境に

おいても、連携構造が必要になってきて

いると、改めて感じました。 

ここまでのご発言を踏まえて、先生方

にご自由にご意見をいただけますか。 

 

 

 

【坂村】 「アジアの中の日本」という

話では、日本は敗戦のトラウマが完全に

抜けていないから、本当に追求できない

のかもしれません。戦後生まれの世代に

は、そのように感じられます。本来なら、

ある程度のイニシアチブを日本がとる

べきなのに、それを恐れているように見

えます。 

「イニシアチブをとる」という言葉自

体が日本では好まれていない。どうして

吹っ切れないのでしょうか。ある程度経

済力がある日本が、先頭に立つべきとき

に立てない。その戦略すらできない。 

長期戦略を立てるには、哲学や考え方

にある程度の自信が必要です。その自信

が持てないから、結論が出ないのです。

すると短期的なことしかできなくなっ

て、社会全体という考えがどんどん薄れ、

結局、「個」に縮こまってしまう。 

連携と参加のためには、いろいろな人

と広くコミュニケーションをとり、ネッ

トをつながなければいけません。当然、

やってもうまくいかず、ストレスがたま

ることもあると思います。しかしそれが

面倒で閉じこもっていることに、私はス

トレスを感じます。敗戦のトラウマから

抜け出せない限り、うまくいかないと思

います。 

【三木】 まさにそのとおりで、日本人

は批判されるのが嫌いみたいですね。例

えば、韓国に行くと、豊臣秀吉や加藤清

正の名前を出せません。その理由は、彼

らがどんな歴史教育を受け、日本につい

てどう習ったのかを知れば納得できま

す。やはり歴史観を共有することが必要

です。 

ただ、最近はあまり気にならなくなっ

てきました。ほとんどが戦後世代に入れ

替わったからです。特に中国で活躍して

いるのは40代の人々です。２、３週間

前にベトナムに行きましたが、あの国も

すごい。ベトナム戦争のために真ん中の

世代がいなくて、みんな若いんですよ。

彼らは上の世代とは違った歴史観を

持っています。 

一つだけ言えるのは、アジアをはじめ

多くの国が日本に憧れているというこ

とです。私はエジプトの科学技術大学の

お手伝いもしていますが、エジプト人も

日本に対する憧れが強いです。それは、

日本が科学技術で世界第２位の経済大

国になったからです。資源も何もないの

に、日本人は勉強だけでそこまで到達し

たと。日本の科学技術に対するリスペク

トは絶大で、日本のようになりたいとみ

んな思っています。日本はそれをうまく

アピールしつつ、上から目線にならない

ことが大切と思います。 

彼らはまた、韓国、中国に対しても

違った意識を持ち、日本人、韓国人、中

国人それぞれに対する見方も違います。

我々だって、坂村先生のおっしゃるよう

なトラウマを乗り越え、お互いに受け入

れ合う時期が来ていると思います。 

エジプトで2008年に「E-JUST」（※

エジプト・日本科学技術大学）がスター

トしました。エジプトで日本の援助に

よってできた初めての国立大学です。何

敗戦のトラウマを乗り越え 
アジアの先頭に立て 
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回か現地に行くうちに、現地の事務次官

になぜ日本を選んだのかと質問しまし

た。最初の答えは、科学技術で世界の

トップになった国だからとのことでし

た。続いて、どうしてイギリスやフラン

スではないのかと問うと、今まで搾取さ

れてきた国の世話にはなりたくないと

も言っていました。それは我々の知らな

い歴史観かもしれませんね。その相手を

我々のグループに引き入れて、取り返す

のが我々の夢だと彼らは言っています。

そんな国の人々といい関係、いい連携を

つくる道具を、我々日本人はまだ持って

いるんです。10 年後ではもう遅いかも

しれません。 

【宮川】 評論家の江藤淳さんは、夏目

漱石のような文学関係だけでなく、山本

権兵衛、勝海舟、西郷隆盛などについて

も書いておられます。江藤さんは、ミ

ズーリ号で降伏調印した際に、東京湾を

米艦隊、艨艟（もうどう）がうめつくし

たことと、幕末に黒船が東京湾に来たこ

とは等価であると言っておられたと記

憶しています。ご自身が海軍の血筋を引

いておられるので、そういった思いが余

計にあったのでしょう。しかし今、第二

次世界大戦での敗北ばかり考えていて

はだめだと思います。それ以前から日本

にずっと流れている一貫したものとは

何か、だから日本はどうあるべきかを、

考えるべきだと思いますね。 

日本人は長期戦略が苦手だというこ

とですね。しかし、本当に長期戦略を立

てないと短期戦術なんて無意味ですよ。

今こそ、長期戦略を考えるべきだと思い

ます。私が関わったいくつかの有識者会

議でも、当面はこうすべきだ、長期的に

はこうすべきだといった答申を出した

のに生かされず、いつの間にか胡散霧消

しています。先ほどお話した総合科学技

術会議でも私は最初に言ったんです。

「この結果は生かされるのでしょうか。

結果が生かされない答申ならしても始

まらないし、協力する気はない」と。 

逆に言うと、議論の結果を本当に生か

せるシステムが成り立っていないわけ

です。これはものすごく大きな問題だと

思います。行政側に長くおられた大石さ

んは、どのようにお考えですか。それを

教えていただきたいと思います。 

【大石】 確かに、会議でまとまったこ

とを政策として実行する仕組みが、もの

すごく欠けていると思います。 

地方圏と都市圏の議論にしてもそう

です。地方が疲弊していることに対して、

当然、国土交通省も委員会をつくり、「地

方は観光戦略をもっとやるべきだ」など、

一定の答えを出しています。もちろん総

務省も農水省も、地方が疲弊しているこ

とに対して、「こういう政策をやるべき

だ」という審議会レベルの答えを持って

います。 

誰も何もしない状況で、同じことをい

つまでも議論しています。このテーマの

みならず、ほかのテーマについても同じ

です。この国の最大の問題は、そこかも

しれません。答申をまとめるまでにエネ

ルギーを使って、それからどうするかが

できていない。 

 

 

 

【生源寺】 先ほど三木先生が「武士道」

について触れられました。私もだいぶ前

に読み、兄が弟に切腹の作法を教えるく

だりに衝撃を受けました。そこから連想

した話をいたします。 

５年前、イギリスのマンチェスター大

学に行き、農業経済学の分野では有名な

デビット・コールマン氏に会いました。

彼と私たち数人のグループで、イギリス

の酪農について議論をするのが目的で

したが、その休憩時間の雑談中に、「な

ぜ日本のスポーツにはチームプレーが

ないのですか」と彼に質問されたんです。

確かに、剣道、柔道、相撲など、日本の

有名なスポーツは基本的に個人対個人

なんです。「武術だから」では答えにな

らないと思い、私はこう答えました。

「チームプレーは日常生活で嫌になる

ほどやっている。だからスポーツくらい、

個人対個人でやりたいから」と、苦し紛

れのごまかしでしたが、今思えば、当た

らずとも遠からずという気がします。 

武術の話は横に置いておいて、農村社

会には確かにチームプレーの共同の精

神が生きています。その歴史的な変遷を

きちんと振り返って、将来のことを考え

るべきだと私はあらためて思います。 

戦前の農村は、地主の指導のもと、小

作や自小作の農民が共同して、村の資源

などを管理していました。典型例が用水

路やため池です。それが農地改革、農地

解放によって、いわゆる戦後自作農の体

農村の構成員の異質化が進むなかでは 
協働、協力、連携が必要 
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制になりました。このとき、平均１ヘク

タール弱という等質的な農家の集団が

一気にできました。これはこれで、共同

作業を行いやすいシステムだったので

す。どこも１ヘクタール弱の土地に米や

麦を植え、馬や牛を飼う。みんな同じで、

ほとんど差がない集団だったわけです。

集合をかければみんな一斉に出てきて

同じように貢献し、得られる受益もほぼ

同じ。非常にわかりやすい形だったと思

います。 

ところが今の農村部には、小規模農家、

兼業農家、高齢農家などがある一方で、

大きな農家もあります。元農家や新たに

外から入ってきた人もいる。そんな異質

化した状態の中で、地域の資源を管理し

続ける必要があるわけです。 

構成員の同質構造から異質構造に移

行するプロセスで、農村はかなり苦労し

ながら再編してきています。今後もおそ

らく異質化の動きは止まらない、むしろ

さらに進むと思います。大きい農家もい

れば小さな農家もいる。非農家も新規参

入もいる。そんな状態が今の定常状態で

す。その中で仕組みをどう考えるかが重

要です。 

地主の指導に従った時代や、みんなが

同規模だった時代には、慣習に従ってと

いうことでみんなが納得できました。し

かしこれからは、自分の貢献と受益の関

係について、しっかりした説明を受け、

それぞれが納得した上で、協働、協力、

連携しなければ、うまくいかないと思い

ます。この難しい課題をクリアできれば、

もっと広い範囲での議論に押し広げる

ことができると思います。 

【【宮川】 昔の農村地帯には「若衆宿」

などの組織があったと聞きましたが、今

は全くないのでしょうか。 

【生源寺】 農協の青年部なら辛うじて

あります。青年には40歳代まで含める

ような形で。かつての若衆の集まりは、

今はそんなにないかと思います。むしろ

婦人部のほうが活発かもしれません。 

【宮川】 しかし昔のように、均質なメ

ンバーによる「あうんの呼吸」ができる

組織ではないのですね。 

【生源寺】 そうです。参加する人とし

ない人に分かれます。昔のある期間をと

れば、参加する若衆がどこの世帯にもい

たはずですが、今はそういう構造ではあ

りません。 

 

 

 

 

 

 

 

【三木】 日本人はイーブンなことが好

きですね。みんな同じようなものが好き

だと思います。逆に苦手なのが、競争的

環境です。だから、突出したものに対す

るサポートはあまりしません。 

ある大学が「若竹プロジェクト」とし

て、「出る杭は打たれる」ならぬ「出る

杭を生かす」プロジェクトをしていまし

た。僕が経団連に主張し続けている一つ

は、就職活動の時期を遅らせることです。

要するに、「３年生の秋に就活を始める

なんて早すぎる、１年遅くしよう」と。

もう一つは初任給の廃止です。「能力を

買う世界をつくるべき」との提案です。

能力が高い２割の人の給料を２割増や

し、代わりに能力が低い２割の人の給料

を２割減らす。そうすれば最初からＡＢ

Ｃのランクがついているわけだから、Ａ

ランクの人はもっと上を狙うだろうし、

Ｂランクの人はＡに上がろうとする。Ｃ

ランクの人は、辛うじて採用してもらっ

たんだから頑張ろうと思うのではない

でしょうか。でもそれは、やはりできな

いんですね。 

欧米での初任給はブラインドです。入

社時に「同期の人間と給料の話をするな」

と言われるそうです。能力を測っている

んですよ。日本人論的にはイーブンが一

番美しいのでしょう。みんな同じ給料で、

同じ年に就職して、同じ年に退職すると

いうのが。しかし、こういった文化では

ない世界をつくるべきです。アメリカで

は、同じ大学にいたら給料はあまり上が

りません。別の大学に行かないとだめな

んですね。一方、日本では転職が非常に

厳しい。こうした、いわゆる日本の良さ

とされてきた部分を、うまく変えていく

べきでしょう。 

【坂村】 日本にはそういう制度がない

から、頭では理解できても、なかなか実

現できないですよね。例えば、東京大学

が教職員を全員任期制にして、３年や５

年で辞めなくてはいけない制度にした

とします。しかし、それを東京大学だけ

がやっていたら、辞めた人は行き場があ

りません。ほかの大学も同時にやらない

限り人材の流動性は生まれません。社会

全体がそうならないと成り立たないん

です。 

能力の高い人材が流動 
できる社会を目指せ 
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「国とはインフラをつくる組織だ」と

いう意識が薄いため、政府もそういう観

点で見ないんです。国家公務員にしたっ

て、役所でずっとやっているのはいけな

いと批判されていますが、社会全体が動

いてもいないのに、公務員にだけ辞めろ

と言うのは、いくらなんでも不条理で

しょう。他はみんな終身雇用なのに、役

所だけが許されないのも、おかしいと思

うんですよ。 

国全体を変えていく発想がないと、ど

こか一カ所だけが変わるわけにはいか

ない。気持ちではわかっているのに、な

かなか変われないのかもしれません。 

【三木】総合科学技術会議のメンバー構

成では、東京工業大学の相澤前学長がか

なり頑張っていました。有識者議員を任

期制でいっぱい採用したんです。でも、

その後の行き場がないですよ。どこかで

突破口を開かないと。 

タイの経済の40％は日本が動かして

いるそうです。その大部分が自動車です。

先日、タイに進出している自動車会社の

トップと懇談する機会があり、タイの工

場で働く技術者をどうやって確保した

のか聞くと、他から採用しているとのこ

とでした。そうなると、自社で人を育て

ることをしなくなります。これには良い

面と悪い面、両方あるんです。高い給料

でいい人材を集めれば、競争は高まるけ

れど、おかしくなる部分も出てくる。日

本的に自社で人材を抱えてうまくいく

なら、それもハッピーなんです。中で人

を育てる仕組みと、競争的な環境をどう

両立させるかが問題です。 

また、キャタピラーというアメリカの

建設機械メーカーの幹部と話をしてい

たら、その会社は社員の定着率が高いと

言っていました。日本で言われているよ

うに、誰もが転職していくわけではない

ようです。最初のうちに転職していって、

いいところに収まっていくのかもしれ

ません。 

【大石】 勤続年数で言うと日本とそん

なに変わらないという話も聞いたこと

があります。ただ、坂村先生がおっ

しゃったように、受け皿があれば、流動

化しやすくなるのは間違いないでしょう。 

【生源寺】 私の専門である農村の話を

いたしますと、農村においては、やはり

まだ異質なものが入ってくることに対

する拒否反応があります。本当に高齢化

して後がなくなれば、また変わってくる

のかもしれませんが。 

熊本県に、新規参入で農業を始めて今

や立派に法人を経営している人がいま

す。この人が立派なのは、新規参入の後

継者を育てていることです。新規参入者

を受け入れて、県内の割と気の利いた農

業経営をしているところに研修生とし

て派遣し、一人前に育てています。この

法人の幹部の一人が東京出身で、20年ほ

ど前に熊本に移ってきた人でした。しか

しその人は、まだ、いわゆる「村の外の

人」なんです。通常のつき合いはいろい

ろとあっても、いまだに「村の外」だと。 

【大石】 私は、自分の郷里の町長に

言ったんです。「国の人口が増えない今、

若者を抱え込んだって町の人口は増え

ません。若者が外から来る町をつくらな

いとだめです」と。「そんなこと議会で

言ったら、次の選挙で落ちますよ」と言

われてしまいました。彼は町民から、若

者が出ていかない環境をつくることを

期待されています。それでも若者は、ど

んどん出ていく。だったら外から呼べば

いいと思ったのですが、それではだめな

ようです。 

【坂村】 それはなぜですか。 

【大石】 生源寺先生がおっしゃったよ

うに、異質なものが混じるからです。 

【坂村】 日本では「だめだ、だめだ」

と言われても、本当につぶれてしまうこ

とは少ないじゃないですか。アメリカや

ヨーロッパだと、本当につぶれます。本

当に競争しているからです。ゴーストタ

ウンとなってまた再生するのを何回も

見てきました。 

【三木】 アメリカのミネソタ州で橋が

落ちたとき、日本でも大騒ぎになりまし

た。当然、橋が落ちると大事故になりま

すから、日本では、なんとか落ちないよ

うに生かしている。危機感が出てこない

のは、そのためだと思うんですよ。 

先ほどのお話で、４、５年前に、経済

産業省と文部科学省で「アジア人財育成

プログラム」を進めていたときのことを

思い出しました。日本に優秀な留学生を

受け入れ、専門教育から就職支援までを

サポートするもので、キャッチコピーが

「18歳人口の減少を補おう」でした。

その企画をやっているとき、経済産業省

の担当課である大学連携課の課長と大

激論したんです。 

私は、「足りなくなった労働力をアジ

アの人々で補うという発想ではうまく

いかない」と主張しました。アメリカや

ヨーロッパがなぜ活力を持っているか

農村的発想から脱却して 
異質を受け入れられる国に 



 

 www.jice.or.jp   JICE REPORT vol.19/ 2011.7 � 15

と言うと、いいものだけを取り込むから、

強くなるのも当然なんですよ。日本は、

あるものをキープしつつ、足りない部分

を入れていく発想です。農業でも地方に

行けば、体験プログラムとか一種のイン

ターンシップがあります。「アジア人財

育成プログラム」はそれに近い。募集人

数は少ないですが、国費留学並みのお金

が２年間もらえ、日本で何年間か働くこ

とを義務づけています。でもその発想で

はだめ。日本に定着するような枠をつ

くって、そこへ呼び込まないと。そうし

ないとリーダーや優秀な人はいなく

なってしまいます。 

外国人でも優秀ならリーダーになっ

て、日本人の上に立てる。そういう世界

にもっていくべきです。先ほどお話しし

たキャタピラーという会社の部長は、イ

ンド生まれのイギリス育ちでした。そし

てアメリカで部長をやっている。日本の

企業には、そういったことがありません。

建設産業は海外に進出すべしと言われ

ていますが、いま海外で成功している建

設会社はどこにもありません。人材がい

ないからです。先ほど大石さんのお話に

あった人口の動きも踏まえて、対処の鍵

を握るのは労働力ではないかと思って

います。 

【【坂村】 僕は海外に行くべきだと思い

ます。でも日本だけが海外に行き、いい

ところだけ取ってくるわけにはいかな

い。そこはギブ・アンド・テークで、向こ

うに出ていく分、向こうからも受け入れ

るべきでしょう。それが少し欠けている。 

なぜそうなのかと思ったら、先ほどの

生源寺先生の農村の話です。日本は国全

体が農村的発想なんですね。だから異物

を拒むのでしょう。 

【生源寺】 農業経済学の玉城哲さんが、

「水社会の都会への移転」という言い方

をされています。つまり同じ水系内では

互いに協力し合うけれど、隣の水系とは

協力し合わない。これが会社の人間関係

にもそのまま移転されているという議

論なのですが、私もそう思います。 

【坂村】 冒頭のプレゼンテーションに

あった、「隣の町がつくったホールを利

用しよう。代わりに別の施設をつくって

利用させよう」という発想に至らないん

です。「それぞれホールをつくろう」と

なってしまう。これを改めるべきです。 

地方連携の話でよく出てくる「クラス

ター」という言葉。これ実は日本では名

前だけなんですね。例えば、病院の連携

を成立させるためには、近隣と協力し合

う必要がある。それが日本にはないんで

すよ。単に「クラスター」と名付けてい

るだけです。一方、ヨーロッパに行くと

非常に感心します。例えば、フランスに

リールという戦略産業クラスターの一

つを実践している都市があります。そこ

で通信販売を地域の目標に決めたとし

ます。通信販売のカタログをつくるには、

紙の会社、写真スタジオ、デザイン会社

が必要です。また、在庫を保管する倉庫

も必要です。そういったことを地域住民

で話し合い、みんなでやるんです。そう

いう考えを持たず、病院だけを連携させ

ようとしても、収入がなく、支出ばかり

になってしまいます。そのあたりが問題

です。 

「戦略」という言葉は何も戦争だけを

意味するわけではないのに、日本人には

好まれていません。そのせいで、地域で

共通目標を掲げて取り組むべき事業も、

やりにくくなっています。その根底に、

悪い意味で日本的、農村の閉鎖社会的な

考えがあるのであれば、どこかで断ち切

らないと未来はないと強く思います。 

【宮川】 世界的なクラスターの中で日

本がどう役割分担するのか、長期的に考

えなければいけません。それを考えられ

る人が政府にいないことが問題です。 

【生源寺】 最近、強く感じるのですが、

政府は政策を見せることには非常に一

生懸命です。響きがいい言葉もそのため

に利用されている感じもします。 

農政で言えば、「戸別所得補償」もそ

う。「戸別」の「戸」は、しばしば「個」

と間違えられますが、ある意味当然です。

「戸別」なんて言葉は、特殊な使い方し

かされませんし、他の国にはないもので

す。ともかく政策そのものの効果よりも、

そのアピールにばかりエネルギーが注

がれ、本質が見えなくなっています。そ

れに、大事な政策だろうが教育のプログ

ラムだろうが、３年で終わる。やったこ

とを見せたいだけなんです。コストをか

ける価値があるのかどうかを、問われる

ところです。 

【大石】 だいたい、まとめられてきた

ように思います。連携社会や参加社会を

つくらなければいけないことは確実で

す。そのためには、異質なものを受け入
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れられるように、国や地域が変わる必要

があります。そこを乗り切れるかどうか

に、この国の将来はかかっていると思い

ます。 

 

 

 

【三木】 もう一ついいでしょうか。坂

村先生のお話にもありましたが、インセ

ンティブを与えて技術開発や研究開発

をする仕組みをもっと考えるべきだと

思います。 

土木分野においては、アメリカでは政

府から的確にいいファンドが出ます。大

きな金額が出て、しっかりと対応します。

なぜなら、競争と評価があるからです。 

これがなぜ、日本ではできないので

しょうか。ソフトの部分に対する技術開

発費用は大したことないわけです。100

億円はいかない。日本がいま抱えている

国土の様々な問題、社会資本の問題に対

して、ソフトの部分をもっとしっかり研

究すれば、もっといいものが出るかもし

れません。国や機関が、技術開発にモチ

ベーションやインセンティブを与える

仕組みをつくり、評価していくべきです。

それをやらないから、残念ながら、新し

いものが何も出てこないのです。 

例えば、誰かが「橋が壊れそうだ」と

指摘して、「どう直そうか」と言っても、

誰もお金を払わないわけです。私が職を

辞して科学研究費も失ったら、それまで

私がメンテナンス分野で使ってきた何

億もの科学研究費が消えます。それを補

うだけのことを誰がやるのでしょう。今、

そういう仕組みがないんです。 

高齢化社会の社会資本をどうするか

という問題にしても、その研究や技術開

発に対して的確に投資できるかどうか。

壊れたら直しに行くのではなく、壊れる

前に何をするべきか。すべてにセンサー

をつけてもいいんです。今のスポンサー

は全部、文部科学省の科学研究費ですが、

そうあるべきではない。そのあたりを真

剣に考えてはどうでしょう。 

【坂村】 でもそのためには大きな制度

改革が必要です。私は賞金方式がいいと

思っています。なかなか難しいとは思い

ますが。 

【三木】 賞金方式にすると、それを研

究できるところがそうはありません。研

究には設備も人材も必要ですし。 

【坂村】 賞金方式は絶対にやるべきで

す。そうでなければ、誰がいいのかなん

てわかりませんから。「予測つかないも

のがうまくいく」の発想こそがイノベー

ションです。 

【三木】 確かに。答えが出ているもの

をイノベーションとは言いませんから。 

【坂村】 だったら、成功者にインセン

ティブを与える方式がいいと私は思い

ます。 

【三木】 このままでは、誰も何もしな

いまま、へたりこみそうです。そういう

ことにしっかり取り組むのが先進国で

す。これは輸出技術になります。 

そんな状況にならないためにどこで

何をすべきか。大石さん、強いアピール

をお願いします。 

【大石】 日本はアジアモデルとして提

出できる国になっています。一番先に進

んでいるのですから。 

【三木】 技術的には絶対に勝てるんで

す。しかし放っておけば、韓国に先を越

されてしまいます。 

【宮川】 最近、サスティナビリティと

いうキーワードの重要性を痛感してい

ます。三木先生のお話にも関係しますが、

技術や文化は持続的に展開すべきだと

思います。そのとき、「どこにどうお金

をかけて、だから全体的にこう行きま

しょう」というビジョンが必要です。サ

スティナビリティを見据えた今後の展開

を、我々はどんどんやっていくべきです。 

【生源寺】 これは明るい話題なのか、

暗い話題なのかわかりませんが、私は年

末に、岩村暢子さんの『普通の家族がい

ちばん怖い』を読みました。現代の家族

の食事について、証拠写真を撮りながら

調査しているんです。面白い反面ショッ

クだったのは、今の若いお母さんは、ク

リスマスは派手にやるのに、おせち料理

は惨憺たる状況ということです。そもそ

も、おせち料理をつくらないという家庭

すらあるそうです。私にはちょっと信じ

られませんね。 

これは世代の問題であると同時に、

「東京だからかな」とも思いました。地

方都市や農村ではあり得ないはずです。

地方に根っこを持たない人が多数派に

なったため、こういった現象が生じるの

でしょう。親せき関係という形で根っこ

を築けなくても、そのほかの形で地方や

都市とつながることは、いま求められて

いると思います。そういったことを考え

させられる本でした。 

【大石】 多様で多角的な見地からご意

見をいただきました。本日は本当にあり

がとうございました。 

了 
 

成功者にインセンティブを与え、 
革新的･持続的な技術開発を 
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